	工作機械製造業


受注は、平成24年以降、減少基調で推移しており、25年1～3月期は前年同期比23％減となったが、4～6月期には減少幅が縮小し、持ち直しの兆しがみられる。
今後、外需については、中国向けが低調であるものの、他のアジア地域では引き合いがみられる。また、円高修正の効果もあり、アメリカ向け輸出が堅調を持続するとみられる。内需についても、保有設備が老朽化していることから更新需要が期待される。
業界の概要
金属を加工する方法には、工作物の不要な部分を取り除いて形を作る切削・研削加工と、工作物を折り曲げたり接合したりして作る塑性加工がある。工作機械は、金属を刃物や砥石で削って、所定の形状、寸法、精度に加工する機械である。

工作機械は、自動車をはじめとする各種機械部品を加工する機械であり、マザーマシンと呼ばれる。その景気動向は、自動車、一般機械などのユーザー業界の設備投資動向に大きく左右される。需要の変動は激しく、設備投資が低迷する時期には値崩れしやすい。近年においては、外需が内需を上回り（平成24年において外需が需要の69.0％を占める）、特に、アジア向けの割合が高まっている。このため、中国を中心とした輸出動向が業界の景況を大きく左右している。
工作機械の機種は多岐に渡り、同一機種でもユーザーにより仕様が異なる。また、生産効率を高めるために、特定の加工工程を対象にした専用機が必要とされる。こうした特性から、工作機械メーカーは汎用機を製造する大企業だけでなく、中小企業が多い。また、専業メーカー以外に、各種産業機械の製造や機械部品の加工も行う兼業メーカーが数多く存在する。

大阪の地位と特徴
大阪の工作機械製造業は、平成22年において事業所数55、従業者数2,538人、製造品出荷額等で642億円である。全国シェアは、それぞれ9.3％、6.1％、5.2％であり、事業所数では愛知、静岡に次ぐ全国3位、従業者数では愛知、岐阜、三重に次ぐ4位、出荷額等では愛知、茨城、岐阜、富山、三重に次ぐ6位となっている（従業者４人以上、経済産業省『工業統計表（産業細分類別統計表）』)。
大阪府内には、大型工作機械を製造する中堅メーカーが立地するとともに、各種専用機を製造する小規模なメーカーが多いことが特徴である。

受注は持ち直しの兆し
リーマンショック後の平成21年を底に回復傾向にあった受注(全国)は、24年は減少に転じた。この要因には、アジアや欧州向けの輸出が減少したことに加え、国内でも自動車産業向けの受注がエコカー補助金の終了に伴う減産等により、年後半景気が足踏み状態にあったことがあげられる。
25年に入っても減少傾向は続き、1～3月期には、前年同期比23.0％減となった。欧州向けはプラスに転じたものの、リーマンショック以降の回復のけん引役を担っていた中国向けが同時期に60.3％減となったことが大きかった。
受注の減少は4～6月期においても続いているものの、アジア向け輸出が下げ止まりつつあること等により、1～3月期よりも減少幅が縮小しており、持ち直しの兆しがみられる。

府内企業に対する聞取り調査でも、受注に持ち直しの兆しが覗え、一部の企業では25年に入ってから受注が増加に転じている。アメリカ向け輸出を手がける企業では、航空機部品やシェールガス関連機器の加工用の工作機械の受注が増えている。国内受注についても、「ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金」を活用した設備投資の受注などに動きがみられる。さらに、十数年前に納品した専用機の更新需要が24年にあり、現在も追加受注の見積り中という企業がある。
また、現状では、受注が弱い動きとなっている企業でも、引き合い件数が増えたり、1件当たりの単価が上昇したりといった動きがみられる。

収益はまだら模様
国内での製品の販売価格は、国内企業との競争激化が続いており依然として低下している。受注先が相見積もりをとることが多くなり、成約率が低下し、見積もりコスト負担の増加もみられる。また、これまでよりもワンランク上の仕様の機械を求めるといった前向きな受注があるものの、その割には受注単価の上昇幅が小さく、利幅が縮小しているといった声も聞かれる。
輸出については、このところの円高修正による円ベースでの販売価格上昇を受けて、対米輸出を行っている企業では売上金額がかさ上げされ増益要因となっている。ただし、商社経由により円建てで輸出している企業は現時点では円高修正によるメリットを享受することはできていない。
一方、ステンレス価格が15％上昇するなど原材料価格の上昇や電気料金の値上がりによるコスト上昇がみられる。これに対して、仕入の際に数社から見積りを取って安い原材料を使ったり、品質に支障のない範囲で原材料使用量を減らす設計にしたりするなどのコスト削減努力をしている。また、24年に実施した節電の取組も継続して行われている。こうした努力に加え、製品の販売価格に占める原材料費や電気代の割合があまり大きくないことから、収益に大きな影響はないとのことである。
このような状況の下で、収益状況は、輸出採算の改善から増益の企業がみられる一方で、受注量の減少と単価低下等から減益見通しの企業も少なくない。
資金繰りは一部でやや厳しい
工作機械業界は、リーマンショック後の平成21年には受注が前年の3分の1以下の受注になるなど、景気変動の影響を大きく受ける。このため、各社とも内部留保を厚くしている。借入よりも預金が上回る実質無借金経営を行っている企業もみられ、手形を受け取っても割り引く必要がないとしている。
その一方で、工作機械の納品・検収までの期間が長く、代金の前払いもないので、資金繰りが厳しいという企業もみられる。
設備投資、雇用増には慎重
設備投資には慎重であり、外注を活用するなどにより、工作機械の生産能力拡充につながる投資は行わないという企業が多い。設備投資を行う場合でも、安定した受注が見込める機械加工などの部門での設備投資に留まる。
雇用についても慎重である。欠員補充に留まり、退職者不補充による自然減という企業もみられた。ただ、団塊の世代の退職に伴い、10年前と比べて従業員数が15％ほど減った中規模の企業では、毎年実施してきた定期採用をここ数年、若干増やすことによって、徐々に元の水準に戻してきている。
今後の見通し

経済産業省が25年2月～3月にかけて実施した「生産設備保有期間等に関する調査」によると、国内で保有されている金属工作機械のうち、10年以上経過している設備の割合は67.4％を占め、平成6年調査の56.9％を大幅に上回り、老朽化した設備が多いことが明らかにされている。老朽化による故障頻度が高いことなどの問題を認識する企業も少なくない。こうしたことから、実際にユーザーの中で辛抱しきれなくなり、設備更新という動きが散見されるという。
外需についても、足元では、中国向けの受注は低調ではあるが、インドなど他の新興国からの引き合いがあり、今後の受注が期待されている。また、アメリカの需要は堅調であり、円高修正に伴う価格競争力の向上による輸出の増加が見込まれる。欧州についても復調しつつある。こうしたことから、需要は緩やかに持ち直すとみられる。
近年の技術的な変化としては、電気自動車、3Dプリンタの普及に伴い切削加工が減少し工作機械の需要が減少するのではないかとの懸念が一部で示されている。しかし、府内企業では自動車関連の受注が少ないことや、3Dプリンタの加工対象が小物・小ロットであることから競合は生じないと考えられ、需要縮小要因として懸念する声は聞かれなかった。
（町田　光弘）
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受注総額 内需 外需

前年比 前年比

一般機

械器具

自動車 前年比 アジア 欧州 北米

平成20年 13,011 81.8 5,668 78.0 2,485 1,613 7,343 85.0 2,687 2,381 2,009

21年 4,118 31.6 1,596 28.2 689 339 2,522 34.3 1,380 467 605

22年 9,786 237.6 3,075 192.6 1,256 894 6,711 266.1 4,088 1,061 1,418

23年 13,262 135.5 4,216 137.1 1,889 1,223 9,046 134.8 5,055 1,569 2,219

24年 12,124 91.4 3,758 89.1 1,601 1,165 8,366 92.5 4,736 1,157 2,340

24年１～３月 3,156 95.4 979 97.3 426 307 2,177 94.6 1,310 306 528

４～６月 3,208 93.4 1,017 94.8 452 318 2,191 92.7 1,258 292 602

７～９月 3,094 95.9 929 85.3 402 266 2,165 101.2 1,215 262 660

10～12月 2,666 81.0 833 79.5 320 274 1,833 81.7 953 297 551

25年１～３月 2,430 77.0 850 86.8 350 256 1,581 72.6 631 315 614

４～６月 2,742 85.5 885 86.9 361 275 1,858 84.8 800 342 674

資料：(社)日本工作機械工業会『工作機械主要統計』。



工作機械の受注額の推移（全国）
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